













































































































連　邦 州 市町村 社会保険機関 総　計
官 吏 361.1 1,299.4 186.3 34.6 1,881.5
公務被用者 152.8 1,047.1 1,199.7 336.2 2,735.9
合　計 513.9 2,346.5 1,386.1 370.8 4,617.4
出典：レファレンス2014年９月号６頁（山口和人）
図表１―２　シュミットらが調査した自治体の公務員構成比率（％，2009年）
郡１ 市町村２ 市６ 市７ 大規模市12
官 　 吏 31.1  7.6 26.9 23.4 26.5
旧現業労働者  6.0 41.1  8.9 22.2 12.0
旧 職 員 63.0 51.3 64.1 54.4 61.5
女 　 性 48.5 53.2 56.1 52.2 53.9
パートタイム 26.2 39.2 36.2 35.4 29.6
Schmidt et al. 2011a, S. 37
図表１―３　デュイスブルク市の公務員構成（人，2013年）
女　性 男　性 合　計
官 吏 527.9 1,017.4 1,545.3
被 用 者 2,355.5 911.6 3,267.1

















































































































































員代表の参加権 対象事項 事業所組織法 連邦公務員代表法
情報提供権 適時で包括的な情報の提供 80条２項 68条２項
共同決定権 人事質問表 94条１項 75条３項８号



































































































































































































ロ　図表１―６　市計画局の職員の例（Der Personalrat 2006, Heft 6, S. 236-237）
指　　標 評価等級（５段階） 配点比重 得　　点
構想をもった仕事ぶり 5 20％ 1
専門的な正確さ 4 25％ 1
結果の有用性 5 20％ 1
プレゼンテーション能力 3 15％ 0.45































































































































































































































































































































































とても重要 重　　要 やや重要 重要ではない
賃金面での公正さの拡大 56 40  4 0.3
団体協約の維持 50 41  6 2
公務に対する承認の増大 41 45 11 2
労働条件の改善 35 51 13 1
賃上げ 28 59 13 0.7
公務の現代化 25 51 23 1
公務の質向上 19 60 19 2
柔軟性の向上 16 58 23 2






























































































































































































































































































































































































































































































郡Ｖ１ 大都市Ｖ12 郡Ｖ１ 大都市Ｖ12
は　い 61 33 47 26
いいえ 27 58 43 62
わからない 12  9  9 12
図表４―６ 体系的業績評価：「自分の業績結果の評価に影響を及ぼすことができ
ますか。」（％，S. 135）
（自治体） Ｖ２ Ｖ６ Ｖ７ Ｖ12
は　い 20 14 12 40
いいえ 56 78 83 51























Ｖ１ Ｖ２ Ｖ６ Ｖ７ Ｖ12
はい：業績給で ― 100 63 47 91
基礎給＋追加給により 55 ― ― ― ―
基礎給で支給 26 ― ― ― ―
はい：１％規定で 7 ― ― ― ―
はい：時間補償の方法により ― ― 18 ― ―
いいえ 12 0 19 53 9













































体系的業績評価のみ・主である 40.9 31.9 47.6 35.0 28.6
目標協定のみ・主である 6.6 17.1 8.0 7.5 2.9
コンビ型で体系的業績評価が主 5.0 6.4 6.3 4.3 2.7
コンビ型で目標協定が主 2.4 3.4 2.1 2.9 1.1
一律支給（勤務所協定等による） 13.0 14.1 9.6 17.4 16.4
非公式の一律支給
（勤務所協定等の定めと異なる） 7.2 5.0 7.5 11.5 4.6




























































































































































































63 20  9  5 20 28
評価の通知のための期末
の懇談 71 76 73 95 72 70








































































































組　織 公務員数（人） 住民人口（人） 業績給タイプ 勤務所内の労使関係
郡Ｖ１ 1,000人以上 25万以上 参加的 信頼に満ちて協力的
市町村Ｖ２ 150 ２万未満 慣習的 協力的
市Ｖ３ 500人以上 ５万未満 （未実施） 紛争的
市Ｖ４ 100人以上 ５万未満 慣習的 やや紛争的





組　織 公務員数（人） 住民人口（人） 業績給タイプ 勤務所内の労使関係
市Ｖ６ 約1,000人 ５万以上 操作して慣習的 実務的・協力的
市Ｖ７ 1,000人以上 ５万以上 選抜的（転換中） 実務的・紛争的
大都市Ｖ８ 1,000人以上 10万以上 （未実施） 実務的・協力的
大都市Ｖ９ 5,000人以上 25万以上 選抜的 信頼に満ちて協力的
大都市Ｖ10 5,000人以上 50万以上 （未実施） 計算づくで紛争的
大都市Ｖ11 10,000人以上 50万以上 （未実施） 実務的
大都市Ｖ12 10,000人以上 50万以上 操作して参加的 計算づくで協力的




公営企業Ｂ２ 100人以上 10万以上 操作して参加的 距離を保って協力的
公営企業Ｂ３ 100人未満 ５万未満 慣習的 信頼に満ちて協力的
公営企業Ｂ４ 100人未満 10万未満 回　避 当事者間に機能の違いがほとんどない
市立病院Ｋ１ 1,000人以上 50万以上 （未実施） 距離を保って協力的
郡病院Ｋ２ 1,000人以上 10万以上 操作して参加的 信頼に満ちて協力的
注：Ｖ（Verwaltung）＝行政，Ｂ（Betrieb）＝経営的事業所，Ｋ（Krankenhaus）＝病院
図表５―３　公務員代表への満足度（S. 132）
郡Ｖ１ 市町村Ｖ２ 市Ｖ６ 市Ｖ７
大都市
Ｖ12
公務員代表への満足度 3.16 2.91 3.26 2.87 3.26
労働組合の必要性 2.53 2.27 2.50 2.30 2.32
組織率・ヴェルディ（％） 17 30 23 19 19






















































平均 男性 女性 フルタイムパートタイム官吏 元現業労働者元職員 管理職
よ　い　⑴ 12 10 13 11 13 8 3 17 20
どちらかといえばいい　⑵ 27 29 25 25 31 38 34 21 26
どちらともいえない　⑶ 32 29 34 32 32 35 34 31 31
どちらかといえば悪い　⑷ 18 19 17 20 15 8 22 18 14
悪　い　⑸ 11 12 11 12 9 11 6 13 9
中間値 2.89 2.92 2.87 2.97 2.76 2.76 2.94 2.91 2.66
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平　　均 非組合員 ヴェルディ組合員 官吏同盟員等
とてもいい　⑴ 0 0 0 0
い　い　⑵ 15 24 5 24
どちらともいえない　⑶ 30 42 17 40
悪　い　⑷ 35 20 42 33
とても悪い　⑸ 20 13 36 3













いる  3 34 46 17  2
業績給は同僚間で公正に配分され











総数平均 3 34 46 17 2
目標協定 5 56 29  8 0
体系的業績評価 2 21 55 19 3












業績給導入時 31 47 15 5 2





















ZV 型 SLB 型 コンビ型
指標ないし目標協定のための評価期間期首の
懇談 83 48 60
業績展開に関するフィードバックとしての中
間懇談 45 17 37





















容易だ やや容易だ どちらともいえない やや困難だ
コンビ型  4 23 65  8
目標協定 10 32 58  0































容易である 8 66 59 60 51 27
どちらともいえない 56 32 32 29 41 50
困難である 36 2 9 10 7 24







































％，ほかの者は制度を黙認する。（Schmidt/Müller 2014, S. 105-112.）
　「公務協約18条における業績給に関する協約規定をどう評価するか」を問
う。























全体 男性 女性 SLB 被適用者 ZV 被適用者
は　い　⑴ 38 33 41 28 65
やや・はい　⑵ 25 29 23 27 19
どちらともいえない　⑶ 20 21 20 24 10
やや・違う　⑷  8  8  9 10  3
違　う　⑸  8  9  7 10  3
平均値 2.23 2.32 2.17 2.46 1.60
































　⑵　2010年 NRW 調査（Schmidt et al. 2011b, S. 131f.）
ａ） 業績給の作用　　図表６―12　被用者の目からみた業績給の作用 
 （被用者回答，％，S. 131）




　　当てはまる  8  5  9 10 11
　　一部当てはまる 30 34 42 28 38









　　当てはまる 44 32 50 51 22
　　一部当てはまる 32 34 34 36 31
　　当てはまらない 25 34 16 13 47
Ｃ：業績給は，業績目標をオープンに議論することにつながった
　　当てはまる 23 18 20 12 32
　　一部当てはまる 43 43 41 34 43
　　当てはまらない 34 39 39 54 25
Ｄ：業績給によって自分は理想を実現するチャンスが高まった
　　当てはまる  9  9  4  6  9
　　一部当てはまる 32 21 27 16 27









高まった やや高まった 変わらない やや弱まった
ねたみおよび競争心 24 54 22 0
紛　争 19 32 48 0
成績圧力  9 43 48 0






















































































































変更の必要はない 13  6 12
業績給規模のさらなる拡大 61 52 26
目標協定をすべてに義務づける 19 24 14
体系的業績評価をすべてに義務づける 35 30 18
小規模自治体に対して導入を任意にすべき 65 61 73
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第１目標 □ □ □
第２目標 □ □ □




























作業方法 □ □ □
労務提供行動
















































































































































































































































































賃金等級EG 1-8 EG 8-12 EG 13-15以上 合　　計
業績給を支給された労働者
2,455人 1,478人 220人 4,154人
58％ 36％ ５％ 100％
506ユーロ 671ユーロ 861ユーロ フルタイム平均
業績給を支給されなかった労働者
388人 158人 23人 568人
業績給を放棄した労働者
64人 48人  8人 121人
要件を満たさなかった労働者





2008 868 7,043 4,126 11,168
2010 741 6,284 3,478 8,773
2011 876 8,880 2,386 12,276







































































































































































































































































































































































































































































































目標１ 40％ 120％ 48％（40％×120％）
目標２ 30％  75％ 22.5％（30％×75％）








目標協定 80％ 100.05％ 80.4％‌（80％×100.5％）
体系的業績評価 20％ 80％ 16％‌ （20％×80％）
総得点86.4％
試算例　３（目標協定にもとづく分）
公務被用者 ＊１ 業績結果 算定値数 比　率 業績給額
Ａ 22,115 86.4％ 21,318 18％ 215.73
Ｂ 24,376 110％ 26,814 23％ 271.33
Ｃ 12,800 85％ 10,880 8％ 110.10
Ｄ 34,826 100％ 34,826 28％ 353.42
Ｅ 26,781 82％ 24,648 21％ 248.42












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































作業量，作業方法および作業の質 ５ ４ ３ ２ １
１．作業量 □ □ □ □ □
（＝適切な時間内の作業結果の量）
評価の根拠
２．専門的能力 □ □ □ □ □
（＝勤務ポストに重要な専門知識の使用，具体化および拡張，情報処理技術）
評価の根拠

















作業量，作業方法および作業の質 ５ ４ ３ ２ １
　５ａ．口頭のコミュニケーション □ □ □ □ □
評価の根拠
　５ｂ．文書でのコミュニケーション □ □ □ □ □
評価の根拠




７．サービス指向 □ □ □ □ □
（＝内外の顧客への専門的な相談，サービスへの前向きな態度）
評価の根拠













作業量，作業方法および作業の質 ５ ４ ３ ２ １






























指導的行動（管理職向け） ５ ４ ３ ２ １






















５ ４ ３ ２ １
□ □ □ □ □
評価の根拠
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Ⅲ　ブレーメン州評価規則４条３項にもとづく包括的な潜在的可能性評価（-einschätz-
ung）のための適性予測・能力予測。点数評価なし。
（特別な人格的，専門的および方法論的潜在的能力；職業訓練の必要性；職業的発展の
可能性；特別な能力，関心および素質（Neigung））
Ⅳ　評価者の署名
ブレーメン，（日付）　　　　　　　　　　（署名者）　　　　　　　　　　　
Ⅴ　その他の評価者の同席
□　その他の評価者として，
　　　　　　氏　
　‌ ＊＊の役職として　　　　　　
対象評価期間　　　　　　　　　　　　から　　　　　　　　　　　　まで
□　資料＊＊の参考評価
ブレーメン，（日付）　　　　　　　　　　（評価者）　　　　　　　　　　　
Ⅵ　評価者の説明
□　評価は懇談のなかで開示されました。私は写しを受け取りました。
　　評価に対する異議申立をする可能性につき私は説明を受けました。
ブレーメン，（日付）　　　　　　　　　　（被評価者）　　　　　　　　　　
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＜評価指標の評価に関する質問事項＞
１．作業量（＝適切な時間内の作業結果の量）
ａ．作業テンポは求められる水準に対応するか。作業量は使用できる時間内にこなせる
か。
ｂ．文書や口頭で状況は素早く把握され具体化されるか。完全な状況または作業過程は
知らされ，対応して取り組まれているか。
ｃ．課題または作業過程は長期の準備なしに対応されるか。
２．専門的能力（＝勤務ポストに重要な専門知識の使用，具体化および拡張，情報処理技
術）
ａ．各分野における知識および経験はどれほど広範で，多様で，また深いか。（実質的
および形式的法規，管理規則，内部的な命令，作業工程および組織に関する知識）
ｂ．専門的知識は実際に活用できるか。
ｃ．専門領域を超えて，課題処理にとって重要であるかもしれない領域―とくに技術的
経済的および社会的関連にかかわって―の補足的な知識をもつか。
ｄ．一般的な基礎知識（ないし情報処理技術，外国語，異文化知識，経済的法学的基礎
知識）をもつか。
ｅ．理論的な知識を専門にふさわしく課題遂行のために実際の仕事に役だてうるか。
ｆ．専門的能力は学際的な関連で応用できるか。
３．作業計画・編成（＝作業工程を体系的に期限遵守で独立して柔軟に組織すること；先
見の明がある作業計画；技術的補助具および方法を合目的的経済的に投入する）
ａ．作業工程は効率的に組織されているか。作業工程改善の努力は行われているか。
ｂ．課題遂行は体系的に取り組まれているか。
ｃ．経過は活用できる可能性をフルに利用して注意深く丹念に展開しているか。
ｄ．手元にある作業用具（電子情報処理，事務所内コミュニケーション手段等）は効率
的合理的に使用されているか。
ｅ．課題遂行は目的に即しているか（zielgenau）。不要な準備や調査はないか。不要な
書類・資料の回覧やテータ提供はないか。
ｆ．優先順位は周知され考慮されているか。自分の作業は優先順位通りになっているか。
ｇ．場合によっては同僚を課題遂行に引き込んでいるか。チーム内で作業工程は調整さ
れているか。
ｈ．自分の作業が同僚等の課題遂行に及ぼす影響は考慮されているか。
ｉ．交渉および懇談は首尾よく準備されているか。
ｊ．作業用具は良好な状態で保管されているか。
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４．理解力（＝文書や口頭で状況を素早く理解する；複雑な状況を正確に表現し本質的な
ことに集中する；目的に即して課題を遂行する）
ａ．情報を信頼できて，効率的に加工する能力はあるか。
ｂ．書類の内容を素早く理解するか。
ｃ．複雑な状況および関連でも即座に正しく理解するか。余分な照会（Nachfrage）を
していないか。
ｄ．口頭で伝えられた状況の問題点を即座に理解するか。
ｅ．複雑な状況を本質的な点に絞れるか。
ｆ．個別問題をより大きな脈絡および相互作用のなかに置き換えることができるか。
ｇ．周知の問題点を別の状況に移し替えることができるか。
ｈ．課題または作業過程を長い準備なしに克服できるか。
５．コミュニケーション能力（＝社会的能力の一部；わかりやすい口頭・書面の表現力；
目に見えるような目的を志向した状況説明；知識を納得いくように伝える；作業結果を
目に見えるように（anschaulich）プレゼンテーションする）
５ａ．口頭のコミュニケーション
ａ．一般に理解できる言葉を用いるか，
ｂ．特定のテーマに関する他人との言い争いは客観的になされるか，
ｃ．状況は目的に即して仲介され，回りくどさはないか，
ｄ‌．常に正しい言葉遣いができるか。言葉による表現と言葉外の表現は一致しているか。
ｅ‌．身振り言葉（ボディ・ランゲージ）もオープンで理解をもったものか（zugewandt）。
ｆ．複雑な内容および状況も目に見えるようにプレゼンテーションできるか。
ｇ．必要とあれば，原稿なしで人前で語る（frei‌reden）ことができるか。
ｈ．交渉および懇談を目的意識的に展開することができるか。
５ｂ．文書でのコミュニケーション
ａ．文書による記述はミスがなく，技法にしたがって，かつ，熟達しているか。
ｂ‌．文書による作業結果は目に見えるように記述されているか。複雑な内容や状況も目
に見えるようにプレゼンテーションされ，明確にされているか。
ｃ．特定テーマに関する他人との書面による対立は客観的に展開されているか。
ｄ．事態は目的に即して取り持たれ，回りくどさはないか。
６．仕事の質および信頼性（＝課題を適切に具体化する；目指された作業結果の正確さお
よび有用性；注意深さおよび期限遵守）
ａ．情報は信頼されて効率的に加工されているか。
ｂ．複雑な状況を本質的な点に絞れるか。複雑な状況を本質的な点に限定して正確に表
現できるか。
ｃ．個別問題をより大きな脈絡および相互作用のなかに置き換えることができるか。
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ｄ．周知の問題点を別の状況に移し替えることができるか。
ｅ．課題はミスなく遂行され慎重に遂行されるか。しばしば手抜かりのミスが生じるか。
ｆ．課題は常に信頼でき，必要な正確さで遂行されているか。
ｇ．期日と取り決めは信頼されて遵守されるか。
ｈ．作業結果は検証可能であり，納得いくように（plausibel）記録されているか。
ｉ．作業結果は外部的にも確認できる（ansprechend）形で示されているか。
ｊ．経過が期限通りに進んでいない場合に，適時に連絡されるか。
７．サービス指向（＝内外の顧客への専門的な相談，サービスへの前向きな態度）
ａ．顧客の利害および言い分を理解し，相手の気持ちになって（mit‌Einfühlungsver-
mögen‌感情移入能力をもって）進めるか，
ｂ．公衆の前でサービス精神（Dienstleistungsgedanken）を適切に表すか，
ｃ．顧客に敬意を示しているか，親切に対応しているか，
ｄ．顧客に対して，いつでも歓迎しているという感情が伝えられているか，
ｅ．難しい公衆または非難に対して，適切で状況に応じた（sachgerecht）対応がされ
ているか，
ｆ．仕事上の関心および行動は，高い顧客満足度とより大きな顧客利益を得るべく顧客
の要望に合わせているか，
８．参加・動機付け（＝任されている課題を自分のこととして考える；問題解決にあたっ
ての関心および関わり方）
ａ．本人の能力はフルに発揮されているか，
ｂ．課題遂行にあたり自発的に動いて（Einsatzbereitschaft/Engagement）いるか，
ｃ．担当領域で常に最近の事情に通じているか，
ｄ．必要な課題遂行または懸案の問題は周知され，自発的に取り組まれているか，
ｅ．本人の関心と職務上の必要性はうまく調和されているか。
ｆ．問題解決のための提案はされているか。
ｇ．懸案の課題は周知され，指示なしに自発的に取り組まれているか。
ｈ．敬遠される課題でも取り組まれ遂行されているか。魅力の乏しい課題でも取り組ま
れているか。
ｉ．困難な決定も適切に行われているか。
９．忍耐力（＝時間的期限的な圧力のもとでも正確な課題遂行；仕事の早い組にも遅い組
にも適切な対応；個人的な義務と仕事の調和）
ａ．課題は多くの仕事量および時間的圧力のもとでも信頼して仕上げられるか，
ｂ．高負担のもとでも質的量的に良好な作業結果を目指すことができるか，
ｃ．負担が長期にわたっても作業業績に影響を及ぼさないか，
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ｄ．作業負担が高まっても他人（同僚，上司，市民，顧客）への態度は変わらないか，
ｅ．通常と異なる負担（例，勤務所の違い，難しい公衆への対応，個人的な困難時，パ
ートタイム勤務時）でも作業行動は影響を受けないか，
ｆ．作業の遅れがあるとき，適度の期間内に作業負担を高めることによって遅れを縮め
ることができるか，
ｇ．業務繁忙期（Arbeitsspitzen）にはそれ相当の労働が投入され，閑散期に労働時間
が適切に調整されうるか，
10．批判能力・紛争解決能力（＝他人からの批判に対して客観的に（sachlich）対応し，他
人を客観的に批判する；紛争，異議を唱える行動スタイルおよび理解を認識する；適切
な解決を見つける）
ａ．自分の行動スタイルおよび見解を冷静に振り返り，再考し，必要とあれば修正する
か（他人の指摘がなくても），
ｂ．自分に対する異論または批判があっても客観的に反応するか，
ｃ．変更すべきとの提案がある場合に率直に対応できるか，
ｄ．自分のミスを認めるか。失敗から学び，将来それを避けることに努めるように認識
しているか，
ｅ．他人を客観的な理由からのみ批判し，彼の人柄にもとづいて批判していないか，
ｆ．客観的な批判を，相手を傷つけることなく適切に表明できるか，
ｇ．面と向かって批判できるか，現在はすでに外部者になった者に対して批判はしない
か，
ｈ．トラブルを認識するか。トラブル状態をはっきりと指摘し，解決を探るか，
ｉ．トラブルは客観的に解決されたか。違った立場でもフェアな利害調整を心がけてい
るか，
11．決定の構えおよび責任引き受けの覚悟（＝明確な，場合によっては嫌がられる決定を
行う；自分の行動の成り行きを予測し，その結末に対して責任を負う）
ａ．遂行すべき課題および行うべき決定の守備範囲および影響を意識しているか，
ｂ．自分が行った決定に対して責任を負うか，
ｃ．組織単位，勤務所等が機能することの必要性への認識はあるか。必要な場合には，
自分の利害，場合によっては自分の担当領域，部門等の利害を全体の利害の後回しに
するか，
ｄ．官庁の課題との一体性はあるか，その利害は主張されているか，
ｅ．特別な課題を，たとえば，専門教育の範囲内で，後輩の支援を受けて，引き受けるか，
ｆ．個別の決定は妥当な位置関係にあるか，
ｇ．部下や同僚の行動に対して責任を引き受けるか，
ｈ．限定された範囲内で重要な決定を行うか，
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ｉ．時間的客観的な標準（資源の誠実な扱い，他人との協力における信頼，作業工程に
おける不具合を避けるための慎重な行動）にしたがって，合意された作業結果を提供
するという目的をもった自分の行動に対して責任を負うか，
12．主張する能力（＝強調点をもって自分の意見を主張する；すぐに譲歩することなく説
得的な主張をする；客観的な反対意見に対する理解）
ａ．自分の意見を，率直に客観的に熱心に，たとえば上司および顧客に対して主張するか，
ｂ．他人の意見に合わせる傾向はあるか，
ｃ．他人に自分の意見を説得するように努めるか，
ｄ．他人の意見に敬意を払うか。他人の正当な反論に譲歩するか。自分の意見を形成す
るさいに，客観的な反対意見を考慮するか，
13．創造性，柔軟性および変更への用意（＝自分の作業領域で新しいことおよび変化に開
放的であること；行政の新しいプロセス，行動および技術展開に対する関心；継続訓練
への関心）
ａ．新しいことをさらに学ぶ用意はあるか，
ｂ．継続訓練などを通じて自分のさらなる発展に積極的か，
ｃ．継続的に新しい知識を獲得し，現在もつ知識をさらに深めるか，
ｄ．官庁での変更過程に積極的に関わり支えるか，
ｅ．新しい事柄に開放的か，変化やほかの理解を受け容れ消化するか，
ｆ．変更にあたり考えをすぐに改め，柔軟に対応し，新しい知識の習得を通じて行動能
力を維持するか，
ｇ．新しいプロセス，手続きおよび技術に開放的で，それを日々の仕事に取り込むか，
ｈ．自分の理念，戦略および解決のための新しい思考モデルは困難な状況でも展開され
ているか，
ｉ．自分の理念を素直に再吟味するか，
14．チーム能力（＝社会的能力の一部；チーム内の他のメンバーとの良好な協力，グルー
プへの適応および受け容れ；他人の客観的な意見を考慮し受け入れること；同僚として
のパートナー的な行動）
ａ．グループの他のメンバーおよびグループ全体を受け容れているか，グループのため
に自分の力を出しているか，外部に対してグループのために行動し，必要な場合には
自分の利害を後回しにするか，
ｂ．同僚と良好な協力関係を築いているか，
ｃ．必要な場合には同僚の課題遂行を積極的に手伝っているか，
ｄ．うまくコンタクトをもっているか，他人に歩み寄るか，
ｅ．ほかの同僚との関係で，相互に敬意を払い信頼する関係はあるか，
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ｆ．状況を完全に理解し，うまく取り込んで順送りするか。情報はオープンに回されて
いるか，
ｇ．チーム作業をする能力はあるか。他人との協力を積極的に進めているか，
ｈ．他人の意見に積極的に耳を傾けるか，
ｉ．同僚間で親密・疎遠の距離感はバランスをとった関係になっているか，
ｊ．同僚間で専門的な意見交換および情報交換に努めているか。他人との議論は客観的
建設的に行われているか。批判的建設的にやりとりされているか，
ｋ．上下関係に係りなく，いい主張を取り入れているか，
ｌ．上司と建設的客観的に協力しているか，
15．そのほかの指標（＝担当している課題領域および役割にとってとても重要な指標であ
りながら，前記の指標でまだ挙げられていないもの）
＜指導的行動（管理職向け）＞
１．戦略的な思考，問題解決および目的志向（＝本質的な点を認識し首尾一貫して評価す
る；解決の可能性を予測しながら作業を進める；目標設定：結果を計画通り期限遵守で
達成する）
ａ．状況と問題を正確に分析し，複雑な状況でも核心をすぐに理解する，
ｂ．構想をもって将来を見通して思考し，目前の課題遂行だけに目を奪われないか。自
分の課題領域の目標を理解し積極的に追求するか，
ｃ．もしかしたら将来変更を引き起こすかもしれないような，自分で対応できる解決提
案を仕上げるか，
ｄ．自分の作業領域を超えて観察し，そこでの枠組み条件および展開を自分の構想検討
に取り込んでいるか，
ｅ．自分の作業領域における行政の目標を考慮しているか。行政目標の具体化に積極的
に協力しているか，
ｆ．要求が高い目標でも定式化し，他に伝えているか，
ｇ．設定された目標の達成に重要な情報はすべて集めているか。行動は，不都合な副作
用を避けるように行われているか，
ｈ．課題，プロセスおよび目標は実際の状況および予想される展開に対応して定められ
ているか，
２．目標および業績期待に関して透明性を確保する（＝部下に関する包括的で必要な情
報；円滑に情報を流すことの確保；目標および業績期待の確定）
（以下，細目は省略）
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３．部下の動機付けと援助，模範となること（＝社会的能力の一局面；部下とオープンで
信頼に満ちた応接，育成と支援；広い視野にたった人事計画と人材配置；ジェンダー主
流化（Gender‌Mainstreamings），男女の平等取扱，障害者の統合ならびに一般的平等取
扱）
４．組織化と権限委譲（＝組織単位内で課題設定と作業工程を将来を見通して体系的合理
的に計画・調整する；作業課題および責任を他の者に譲ること）
５．自分の目標および課題を具体化・実施すること（＝客観的な目標を適切に追求する；
議論を通じて他人を説得する；最善の解決とその具体化を自己批判的に探る；紛争にあ
たり客観的で社会調和的な行動）
〔コメント〕これは業績評価の分である。詳しく定められ，ブレーメン市の官吏に何が求
められているかがわかる。指標には「何が求められているか」を明示し伝える意義がある
ことがわかる。
・‌公務被用者の「社会的関係」に対応するのは，「５　コミュニケーション能力」「14　チ
ーム能力」として含まれている。そこでは，「社会的能力の一部」と明記されている。
　‌　「９　忍耐力」「10　批判能力」「12　主張する能力」が独立した柱として位置づけられ
ているのは特徴的である。
・‌「指導的行動」になかに，「ジェンダー主流化，男女の平等取扱，障害者の統合ならびに
一般的平等取扱」が明記されているのは，自治体の姿勢を示す例であり特徴的である。
・‌連邦官吏法改正を受けて，2008年に州官吏法が改正された。この改正は使用者主導で行
われ，公務員代表は当初は「改定することに意味がない」として批判的であったという。
⑮ケルン市
　定期評価＜体系的業績評価（2002年作成）＞
　これは官吏と公務被用者の双方に適用されているので，官吏向けに掲載する。
　以下の指標につき，定義を記述する。定義とは別に指標ごとに具体的な評価基準が記述
され，指標ごとに５段階で評点がつけられる評点基準が記述されている。それは９頁に及
ぶ。紹介を省略する。
指標１　個人的能力（Kompetenz）
⑴　理解力（Auffassungsgabe）：客観的な状況および関連を正しく，および完全に理解
し，変化する状況に適切に反応し，そこから正しい結論を導き出す能力
⑵　刷新能力と創造的な思考：独立して創造的刷新的な問題解決戦略を発展させ，慣習的
なやり方に疑問を呈する能力
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⑶　表現力：わかりやすく，内容および相手に応じて適切に，書面および口頭で表現する
こと
⑷　忍耐力（Belastbarkeit）：一時的に高まる作業負担にも対処する能力
⑸　労務提供の態勢‌‌（Leistungsbereitschaft）：担当範囲に属する課題を処理し，担当に含
まれるかもしれない他の課題を引き受ける用意
⑹　イニシアティブ：自発的に行動する能力
⑺　交渉力：交渉および仕事上の話で，自分の立場を主張し建設的な解決にもっていく能
力
⑻　積極的な批判能力：他人を客観的および建設的に欠点を指摘する能力
⑼　自省的な批判能力：自分の業務に指導的役割を含む場合には，自分の指導的な振る舞
いを振り返る用意があること
Ⅱ　専門的能力
⑴　仕事の質：職務に必要な専門知識の範囲および応用，ならびに習得した知識を担当分
野で実際に使う確実さの程度
⑵　効率性：費した時間に照らし提供された労働の量－経済的な仕事
⑶　結果指向：合意されている行動の余地の範囲内で課題を目標にふさわしく遂行する能
力，およびそのために必要な決定を妥当な時間内に行う能力，関連および優先順位への
配慮
Ⅲ　社会的能力
⑴　サービス指向：サービス提供の姿勢，内外の顧客への対応能力：人の意見を聞く能力，
必要性を認識する，理解を示す，および困難な会話に対処する能力
⑵　チーム指向およびコミュニケーション能力：上司を含めて他の同僚にオープンに歩み
寄り理解を示す能力，彼らと作業課題を協力して遂行し，個人的な関心を後回しにして
チームで対応する能力
Ⅳ　指導能力
⑴　指揮：労働者を目標に向けて動かし，わかりやすい方法で解決策を示す能力，ならび
に労働者の作業結果および行動につき必要な概要を知る能力
⑵　統率，動機付け：労働者の間を取り持ち，労働者に作業課題に関心を持たせ，労働者
の業績を認め，彼の発展可能性および関心を促す能力
⑶　情報：透明な情報政策および明瞭な指示を通じて，肯定的でオープンな職場の雰囲気
を形成する能力
⑷　委譲：労働者に決定権限を与え，そのための資源を計画すること
評価等級　１：要件（Anforderung　要求）をかなり上回る業績，２：要件を上回る業績，
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３：要件に相当する業績，４：条件付きで要件に相当する業績，５：長期にわたり要件に
相当しない業績，
Ⅴ　総合評価
⑴　適性評価（Einigungseinschätzung）：現在の職務に対する適性－「否」の場合には資
料として詳しい意見を添えること。代替的な配置の可能性の提案をともなうこと。
⑵　総合的な業績
⑶　評価等級１および２につき，潜在的な評価をすること
⑷　評価等級４および５の場合，必要な能力開発措置を申告すること
＜勤務評定指針（2002年）＞
１．評価の目標と原則
　なぜ2002年に新しい評価制度が導入されるのか：包括的な現代化措置をともなう行政改
革過程の結果として，ケルン市は顧客指向でコスト意識ある取り組みを発展させなければ
ならない。近代的で柔軟性のある都市行政は公務員にその専門的，社会的および指導能力
の恒常的な向上を求めている。この関係で1885年以来行われている業績評価を改定する必
要がある。実施方向は基本的に以下の目標である。
　イ　評価表を概括的にする，
　ロ　簡単な取り扱いにする，
　ハ　担当分野で示される能力および業績の質に関する説明力を高める。
　上司と労働者の間で，共通の目標（ときに措置をともなった能力開発目標）が懇談され
書面で記録される。
　毎年の定期的な資格向上懇談の要請は公務協約５条４項に定められている。能力開発懇
談も協約が求めるところである。
３．評価の機会
⑴　定期評価―３年ごとに実施。ただし，満55歳以下にかぎる。
⑵　臨時評価―以下の場合に行う。
　　・本人の希望により，前回の定期評価から６カ月経過以後，
　　・採用から12カ月後，および試用期間経過後，
　　・昇進および上級への格付け前，
　　・職場の配置換えにあたり，
　　・同格のポスト（Stellen）変更から１年経過後，
　　・本人の希望により，評価者交代後。
５．能力開発委員会
　すべての部門で委員会を設置する。その構成員は，部門長（Amtsleiter‌ des‌ Dezerna
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tes），関係する公務員代表，重度障害者代表，平等取扱委員（Gleichstellungsbeauftragte）
および人事課とする。
　管理職（Führungskraft）は評価手続きの原則問題を懇談し，行政官庁における実際の評
価実務を考慮する。管理職は市全体の比較可能性を確保することにより，評価指針の適用
にあたり統一的な取り扱いを実現する役割を有する。
６.１　評価の基礎
　評価にあたり原則として業績に関して職務（Stelle）要件（Anforderung）が基準とな
る。上司は職務の引き受けに先立ち被用者に要件を明確にさせなければならない。
評価表の記入事項
１．現在担当している課題ないし職務への適性：現在従事している職務への適性に欠ける
場合には，その詳細な理由を添えて代替的提案を行うこと。
２．総合的成績：被用者がその要件に相当していれば，成績は通常である。
３．潜在的な評価：ここでは被用者の長所（Stärke）を記述する。また，職場で必要な要
件を上回るような能力および傾向についても記述する。
４．能力開発措置：懇談において評価者は被用者に対して，たとえば内外の資格向上（Qua
lifizierung），専門書を読む，または臨時受講（Hospitation）によって専門知識を習得する
ことなどの提案をする。動機付けと業績改善のためには，明らかにされた弱点を克服する
ために能力開発措置は特別な意義をもつ。
８．評価懇談
　評価につき，評価者（Beurteiler）と被評価者（Beurteilte）の間で懇談が行われ，被評
価者は自分の評価と一致する点および異なる点につき意見交換する。評価は，被評価者に
よる説明・主張を受けて訂正されることがある。
　評価表は被評価者から署名され，それにより説明を受けたことが証明される。被評価者
は評価表の写しを渡される。
　被評価者が自分の評価になお不満であれば，要望により最初の懇談から14日以内に再度
の懇談が行われる。再度の懇談では被評価者は希望すれば公務員代表委員に同席してもら
うことができる。評価者の上司は必ず同席する。
９．意見表明
　被評価者は，成績評価と異なる意見を書面で表明することができる。それは再度の評価
懇談の後で何らの評価の変更がなかった場合に意味をもつ。書面による意見表明は評価の
通知から４週間以内に行われる。
　書面による意見表明を受けて第3回の懇談が行われる。これには人事部担当者が加わる。
被評価者が希望すれば公務員代表委員が同席する。いずれにせよ，第３回懇談後の評価に
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つき被評価者には書面で通知される。
〔コメント〕官吏，被用者の双方に対して３年ごと定期的に行われている。
・この指針は公務員代表との共同決定により勤務所協定で合意されている。
目的：⑴　人材の選考のため，⑵　人材育成のため，
・‌協約にもとづく能力開発がとても重視されている。これは2002年改定の主眼である。「評
価表」にもその欄がある。すべての部門で能力開発委員会がおかれている。懇談でも「能
力開発措置」が含まれている。
・‌「Ⅲ　社会的能力」は独立した柱になっている。「Ⅴ　総合評価」のなかに「適性評価」
が含まれている。
・‌人員補充にあたっての内部募集優先は勤務所協定で定められる。この取り扱いは市町村
では通常のことである。
　ケルン市では都市調整手当はない。「公務員がケルン市内に住むかどうかは個人の問題
だ。支給しないのは，ケルン市（人口86万人）では人口をこれ以上増やさないという含意
もある。手当がある市は，ミュンヘン，シュトットガルトくらいだろう。ベルリンもない
（ベルリン市では再統一後に市が多くの住宅を提供し住宅費では割安に住める。）。デュッ
セルドルフ市では，住宅供給公社が販売している。」
⑯デュッセルドルフ市（1883年策定）
　これは官吏と職員の双方に適用される。３年ごとに定期評価する。
勤務評価の目的：勤務評価は人事指導（Personalfühlung）と人材育成の重要な手段であ
る。それは人事決定の基礎となり，それゆえに評価指標につき最大限客観的で信頼のおけ
る情報を提供する。
　下記の指標につき，５段階で評価する。
１　理解力：実情と関連を正しく理解する。
２　判断力：実情と客観的関連を考えつくし，そこから正しい結論を導く。
３　イニシアティブ：自分から率先して働きかけて行動する。
４‌　交渉技術：会話，交渉，および場合によっては書面により，自分の立場を示し，交渉
目標を達成する能力
５　口頭・書面の表現力：考えおよび実情を正確に分かりやすく表現する。
６　専門知識・巧みさ（Fertigkeit）：仕事に必要な理論的知識と実際の仕上げ。
７　忍耐力：困難時に仕事量をこなす身体的精神的力。
８‌　取り組む姿勢（Arbeitsbereitschaft）：自分の課題に取り組み，それをわがこととする
（sich‌identifizieren）。
９　作業量：所定労働時間内に処理された仕事の量
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10　仕事の質：作業処理の種類および方法，ならびに作業結果の有用性。
11　人に対する行動：同僚および公衆と開放的に交際し，パートナー的に協力する能力。
12‌　指導的行動：同僚間の人間関係（zwischenmenschliche‌ Beziehungen）を援助し，彼
らを動機付け，与えられた課題を責任意識をもって処理する能力。
〔コメント〕これは官吏と職員（現業労働者は含まれていない）の双方に適用される。職
員に対しても，協約上の業績給支給のための業績評価とは別に長年実施されている。
　当市では，「４　交渉技術」「７　忍耐力」が独立した柱になっていて，位置づけられて
いる。
⑰ノルトライン・ヴェストファーレン州
　この州では州官吏法104条にもとづき，行政官吏全員に対して勤務評価が行われる。104
条１項「官吏の適性，能力および専門的業績は職務上（dienstlich）評価される。」評価は
総合評価であり，今後の職務の提案を含むものとする。評価は人事記録に記される。「官吏
は人事記録に記される前に評価を知らされ，それにつき上司と懇談する機会を与えられる。
官吏の反対意見は同様に人事記録に記される」。
指　針
評価の目的：官吏に関する評価を得ることにより，勤務所長は人材活用および昇進に関す
る決定，とりわけ昇進に関する決定を可能にする。官吏本人に対しては，どこにその者の
長所・欠点があるかを明らかにするとともに，また，客観的に必要な批判を与え，どのよ
うにしてその者の欠点を克服し業績を改善できるかの検討を可能にする。それは特に試用
期間中の官吏にいえる。そのために上司には，責任感，開放性，そして良心が求められる
が，同僚に業績および協力の意義とポイントを理解させることは上司の日常的な課題であ
る。
　勤務評価の実施から除外されるのは，大学教授および講師，監獄官吏，消防署および消
防学校に勤務する官吏である。
　実施時期―定期と臨時がある。定期評価は３年ごとである。臨時は試用期間中の官吏に
対して，また，配置換え時に行われる。
評価は勤務評価，能力評価，総合評価に分かれる。
＜勤務評価＞の指標は，大きくは，仕事量，仕事の方法，仕事の質，勤務態度の４項目で
ある。
①　仕事量
②　仕事の方法＝独立して作業ができるか，
　職場での協力（所属する部での協力として，適時に包括的な情報を提供したか，自分が
もつ知識・経験を活かして職務遂行に寄与したか，協力的な職場の雰囲気作りに貢献した
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か，上司と協力して課された業務を首尾よく遂行したか，作業進行・結果そのほかの重要
な事柄を適時に包括的に報告したか，上司からの客観的批判を受け容れて建設的な反論を
したか，自らの批判を客観的に表明したか，さらに自分の部署を越えた協力として，自分
の責任分野の利害を認識しているか，別部門と対立する利害と共通利害を認識しているか，
妥協する姿勢はあるか），
　市民などに対する親切な応接態度（関係当事者の利害を配慮したか，市民，顧客および
関係者に親切に相手の立場を理解した対応であったか），
　作業遂行の計画性，等
③　仕事の質＝規程を遵守しているか，
　目的にかなった取扱になっているか，
　業務遂行は作業の前後の関連性を考慮して行われているか，
　作業完了の期日は遵守されているか，
　作業遂行の方法・結果は目的にかなった形式を考慮しているか，
　業務遂行は人的予算的に経済性が考慮されているか，
④‌　勤務態度＝組織性（作業工程の段取り，作業目的・序列の確定・伝達，業務の適切な
配分），
　同僚への適切な情報伝達の有無，
　同僚に責任を適切に分配し同僚の自立を促したか，
　同僚への指導と観察（同僚に付き添って作業の進め方を指導したか，問題が発生したと
きに補佐したか，適切で建設的な批判を行ったか），
　勤労意欲への刺激とトラブルの除去（業務成果への同僚の関与を上司に対して明示した
か，同僚の利益のために尽力したか，同僚間でのトラブルを察知し解決に努めたか），
　同僚への援助（同僚の能力に即して彼の能力向上の可能性と関心を認識して援助したか，
　同僚を継続訓練（Fortbildung）研修に派遣することにより昇格させようと努めたか）
　勤務評価ではこれらにつき６段階で評価される。相対評価であり，最上位と第２上位の
合計は官吏全体の20％，上から３番目の得点者は30％を目安とされる。評価者はそれぞれ
の項目につき根拠を示す。　　
＜能力評価＞ここでは人材活用と昇進にとって重要と思われる専門的能力および知識が評
価される。それは内容的に一般的能力と身体的能力に分類され，一般的精神的能力として
28項目が評価される。
　学習能力（知識・技能の程度および幅広さ），
　未知の専門分野の受入姿勢，
　洞察力（詳細を知ることなしに物事の核心を素早く理解する能力），
　仕事の正確さ，
　仕事の信頼性（与えられた仕事を時間的に余裕をもって内容的にふさわしく仕上げるこ
と），
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　アイデアの豊富さ，
　記憶力，
　判断力，
　状況変化への対応力，
　情報および問題の理解力，
　文章表現力，
　口頭の表現力，
　応接能力，
　共同作業能力，
　課題・責任を同僚に理解させ委譲する能力，
　交渉能力，
　現実に即して作業する能力，
　組織的能力（作業進行を合理的かつ合目的的に計画，調整し遂行すること），
　構想力，
　積極性（自発的に課題に取りかかること），
　業務遂行の独立性（補佐なしに課題をこなせること），
　決定能力，
　実行力（当該決定を確信をもって，異論に対してでも貫くこと），
　配慮する能力（Einsichtsfähigkeit　他の人々の見解や利害を理解し，それを考慮する用
意のあること），
　批判能力（自己批判および理由ある第三者の批判を受け容れる用意のあること），
　忍耐力，
　責任をとる用意のあること，
　同僚への指導性，
　他のテーマや専門分野への理解。
　評価は４段階で行われ，絶対評価である。４段階のうち最高または最低の評点を与える
ときには，評価者はその根拠を記さなければならない。身体的能力に関しては特別な場合
のみ記入され，その場合には評価者は予めそれを記入することにつき官吏本人と話し合う
ことを要する。
　勤務評価，能力評価を経て総合評価が行われる。総合評価では原則として勤務評価の評
点のみがカウントされる。例外的に，ある官吏の能力が担当職務のニーズを満たさず，そ
の意味で勤務評価だけでは評価が足りない場合に能力評価結果も考慮される。また，能力
評価結果が勤務評価にもとづく総合評価にプラスまたはマイナスの方向で変更を求める必
要がある場合には，その能力評価は詳細な根拠をともなわなければならない。
　総合評価は昇給にあたり活用され，能力評価は昇進および人員配置で利用される。また
評価表には，本人の継続訓練講座への受講希望，配属希望も記される。
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　評価手続き：評価は２段階で行われる。第１次評価者は当該官吏が所属する部署の直接
の上司であり，第２次評価者は当該部門・機関の長である。１次評価と２次評価が異なる
場合には，上位の２次評価が最終評価として扱われる。その意味では第１次評価は予備評
価ともいえる。ただし，異なった評価につき２次評価者は必ず理由を示さなければならな
い。
　手続きの過程で２次評価者と本人の間で懇談が行われる。懇談で評価者は本人に対して
予定する評価結果を説明しなければならない。ここで本人が評価結果に不満を表明し，評
価者がその異議を受け容れない場合には，本人の反対意見は評価結果とともに人事記録に
記され保存される。最終評価結果の写しは本人に交付される。
〔コメント〕「能力評価」の対象指標は潜在的能力ではなく，実際の仕事を通じて評価でき
る性格のものである。内容的に「勤務評価」と重複する指標がある（例：同僚への指導）。
それゆえに「勤務評価」と「能力評価」の２本立てでも，「勤務評価」が優先的に用いられ
る。
　「勤務評価」の柱立ては標準的である。「勤務態度」の項目で同僚への援助が重視されて
いる。
　「能力評価」の評価指標の多さをみると，重点がぼける印象をもつ。
⑱マインツ大学（2013.９）
　行政官吏（事務関係，図書館，学術被用者（wissenschaftliche‌Mitarbeiter）の一部）に
対して，昇進の判断材料を得るために勤務評価が行われる。昇進の選考は公募とそれへの
応募という手続きによる。
　この大学の評価表では，17項目につき，11段階の等級で評価される。標準は第６等級で
ある。また，個人表には，「評価された官吏の意見表明」の欄があり，「私は評価に同意し
ます」「私は評価に意見を表明しました。自分の意見はこの評価に添付されています」，ま
たは，「私は評価に対して意見を表明しませんでした」のいずれかを選ぶようになってい
る。
１　専門知識
　専門知識の幅広さおよび深さ：課題領域に必要な専門知識の範囲，多様さおよび新しさ
（Akutualität）はどれほどか。
２　理解力
　状況および客観的な関連性を理解し活用する能力：状況と問題をどれほど素早く，かつ，
的確に把握するか。
３　思考・判断力
　状況および問題を分析し，そこから妥当な結論を導き，適切な判断を行う能力：思考経
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過はいかに首尾一貫して秩序だっているか。判断はどれほど的確で，均衡がとれ，独立し
ているか。
４　組織的能力（Organisationsfähigkeit）
　先を見通して計画し，作業工程を準備し，課題を適切に権限委譲または遂行する能力：
課題は客観的および時間的経過のなかでどれほど秩序だって，計画的に，用意周到に取り
組まれ，どれほど目的適合的に適切に遂行されているか。
５　決定能力
　決定を迅速・確実に行う能力：決定の楽しみ（Entscheidungsfreude）の程度はどれほど
大きいか（決定を行うことができるか）。決定は困難な状況下でも適切な時間内に，確実に
行われるか。
６　率先・独立性
　自分の考えを発展させ，問題を自力で解決する努力。自ら行動し決定する能力：どれほ
ど目的を目指して継続的に，自分の考えが発展され，新しい課題に取り組まれ，有用な解
決が見いだされているか。
７　文章表現力（Ausdrucksvermögen）
　考えや状況を文章で示す能力：考えの構造は，どれだけ明快で首尾一貫しているか。文
章表現は，どれほど説得力があり的確か。
８　口頭の表現力
　考えおよび状況を口頭で示す能力：講演・報告はどれほど明確でわかりやすいか。口頭
表現は，どれほど説得的で流暢か。
９　交渉技術
　方法論的な（適した方法による）会話ならびに個人的な感情移入力によって，目指す交
渉目標を適度の時間内に達成する能力：交渉遂行はどれほど秩序だって熟達しているか。
どれほど説得的に主張されているか。目指す交渉目標はどれほど迅速に，どれほどの成果
をともなって達成されているか。
10　忍耐力
　仕事量をこなし，困難を乗り越える身体的精神的力：どのような意思力および行動力に
よって仕事は処理されているか。どれほどスムーズに，負担の増大は対処され，出てくる
困難は克服されうるか。
11　作業量
　提供される労働の範囲：求められる仕事は，どれほど素早く，どれほどの範囲でこなさ
れているか。
12　仕事の質
　仕事の完全さおよび有用性：提供される労働はどれほど良好で有用か。どのように注意
深く仕事は遂行されているか。
13　責任感および責任を引き受ける用意
　決定および行動の射程範囲および意義を意識する能力。権限の範囲内で責任を引き受け
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る用意：責任感（責任意識）は，どれほど強く示されているか。責任を引き受け，決定に
対して自分で責任をとって行動する用意は，どの程度あるか。
14　人との応接
　模範になるように（leitbildorientiert）同僚に対して配慮し，同僚と協力し，応接する
（umgehen）能力：同僚に対する行動は，どれほど開放的で安定していて配慮に満ちたも
のか。
ａ）公衆および顧客に対して
ｂ）上司に対して
ｃ）同僚に対して
15　協力的な部下指導（上司の役割を有する者のみ）
　状況に関わり，きっかけになる（anlassbezogen）課題を権限委譲し，その目標達成を管
理する能力：成果をあげて紛争的状況と目標追求的に関わる：部下を観察し評価し援助す
ること：どれほどの課題が権限委譲され，その遂行が管理されているか。紛争はどれほど
首尾よく終結しているか。いかなる目標が同意され，その達成が観察されているか。部下
は十分に援助されているか。適切に評価されているか。
〔コメント〕評価ランクが11段階なのは多い。
・評価指標は業績と能力が一本化されている。項目は標準的である。
⑲ヘッセン州業績割増・業績手当規則
　法律はそれを官吏に支給するか否かに関して一定の裁量を認める。したがって，要件に
該当しても官吏に請求権があるわけではない。
　以下の場合に支給することができる。
１　仕事の質，量または経済的成果に関して卓越した特別な業績をもたらした場合，
２　平均を上回る負担にもかかわらず，追加的な課題を合目的的に（sachgerecht）処理し
た場合（３カ月以上の従事），
３　前記１のような前提条件があるもとで，事情によっては労働者グループに対して支給
することができる。
・業績手当は官吏の俸給グループの初任給（Anfangsgrundgehalt）の７％を上限とする。
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⑳連邦防衛省
Ａ．業績評価
個別指標 評　価
　Ａ＝格段に成果期待以上
　Ｂ＝相当に成果期待以上
　Ｃ＝成果期待以上
　Ｄ＝成果期待に一致
　Ｅ＝成果期待に部分的に一致
　Ｆ＝成果期待に不一致
評価規定15
号に従った
評価の変更
Ａ　　Ｂ　　Ｃ　　Ｄ　　Ｅ　　Ｆ　　nb 変更前 後
１．労働の質
１．１　専門的学識・知識 □　　□　　□　　□　　□　　□
１．２　徹底性 □　　□　　□　　□　　□　　□
１．３　目的適合性 □　　□　　□　　□　　□　　□
１．４　文書の表現 □　　□　　□　　□　　□　　□　　□
１．５　口頭の表現 □　　□　　□　　□　　□　　□　　□
２　労働の量
２．１　作業時間 □　　□　　□　　□　　□　　□
２．２　期限内の労働 □　　□　　□　　□　　□　　□
２．３　耐　性 □　　□　　□　　□　　□　　□
３．労働の方法
３．１　自主性 □　　□　　□　　□　　□　　□
３．２　イニシアティブ □　　□　　□　　□　　□　　□
３．３　信頼性 □　　□　　□　　□　　□　　□
３．４　経済的行為 □　　□　　□　　□　　□　　□　　□
３．５　チームワーク □　　□　　□　　□　　□　　□
３．６　職場関係 □　　□　　□　　□　　□　　□
３．７　顧客志向 □　　□　　□　　□　　□　　□　　□
４　管理的行為
４．１　‌同僚のモチベーシ
ョンの向上・促進 □　　□　　□　　□　　□　　□　　□
４．２　‌労働成果の約定・
指導 □　　□　　□　　□　　□　　□　　□
業績評価の総合判断 □　　□　　□　　□　　□　　□
５．総合判断の理由
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〔コメント〕業績評価では「労働の方法」の比重が高く，そのなかに「経済的行為」が含
まれている。「労働の量」よりも「労働の質」がより重視されている。
・‌「能力評価」では５つの柱で，柱ごとに総合評価される。その柱の一つに「４　交渉力」
が独立しておかれている。
Ｂ．能力評価
個別指標 評　価
　Ａ＝特に強く現れている
　Ｂ＝強く現れている
　Ｃ＝現れている
　Ｄ＝現れていない
評価規定15
号に従った
評価の変更
Ａ　　Ｂ　　Ｃ　　Ｄ　　nb 変更前 後
１　理解力・判断力
　指　標：
　・理解力
　・想像力
　・構想的な労働
□　　□　　□　　□
２　組織力
　指　標：
　・労働目標の適切な確定
　・合理的な作業の流れの構築
　・費用節約，実効的労働
□　　□　　□　　□
３　コミュニケーション力・協働力
　指　標：
　・情報交流による協力の促進
　・‌自分の立場が分かりやすく説得力を
持って説明され，弁護する
　・他の意見・批判を建設的に調整する
　・紛争を適切に規制する
　・共通の解決に努力し，作り上げる
□　　□　　□　　□
４　交渉力
　指　標：
　・様々な交渉の立場を調整する
□　　□　　□　　□　　□
５　管理能力
　指　標：
　・人間的信頼
　・説得力
　・責任感
□　　□　　□　　□　　□
出典：日本文理大学商経学会誌28巻１・２号（2010年）37-38頁［松下乾次］
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＜補論＞原田178-178頁に連邦内務省における勤務評価が紹介されている。
　評価項目は，専門能力（専門知識，勤務成果の質の高さおよび利用可能性，仕事量およ
び期限の遵守），職務遂行能力（企画・組織行動，優先順位の設定，独自性，イニシアティ
ブ，着想の豊かさ，全力を尽くそうとする姿勢およびどのような負担に耐えうるか等），社
会的能力（コミュニケーション，情報への対応，協力および協調性のある行動等），指導力
（部下の指導および育成，権限を委譲する能力，評価する能力，決断力・実行力等）とさ
れている。
　内務省では「専門的業績」は「専門能力」とされていて，評価指標は少ない。
㉑ミュンヘン市
ミュンヘン市勤務評定書書式
勤　務　評　定　書
所属部（Referat）／所属課係名‌ ミュンヘン，作成日　　　
公　印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話
秘　！
評　定　書
―高級職および上級職―
Ⅰ　勤務評定
１　本　人（Personalien）
　氏　名，生年月日
　官職名，俸給号棒
　所属課
２．１　評定期間内における担当部門と任務
　期　間（　　～　　）　　　　　担当事務の種類
　所属課（課その他）　　　　　　担当事務部門の記述
２．21．評定基準
２．21．１　業績の評定
　仕事の成果
　勤務状況
　　ａ）自立性と自発性
　　ｂ）計画能力と実施能力
　　ｃ）仕事の早さ
　　ｄ）上司との共同作業
　　ｅ）同僚との共同作業
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　　ｆ）公衆に対する態度
　　ｇ）上司としての態度および管理職としての能力
　　　　（上司としての職務を行っている場合にのみ）
２．21．２　適性の判断
　精神状態
　　ａ）理解力および思考の柔軟性
　　ｂ）判断能力と決断能力
　身体の能力
　　ａ）健康状態（場合によっては，身体上の障害）
　　ｂ）身体的に負担に耐える能力
　責任感
　管理者としての素質
　　　　（これまで上司としての仕事をしていない場合）
２．21．３　能力の判断
　専門知識
　　　　（個々の部門における専門知識を記すこと）
　その他の専門能力
　　ａ）言語による（口頭および文書による）表現能力
　　ｂ）交渉討論能力
　　ｃ）教育能力，専門分野における著述，学問，芸術活動など
　研修に対する努力姿勢
２．22　補足的特記事項
３　総合判断
　職務上の適性
　　本人は以下の職について考慮される
　　試用期間中の官吏の場合：
　‌　同人の適性（健康の面も含む），能力および専門的業績は試用期間中に（これ
以後の）終身身分の官吏関係に入るにふさわしいものとして実証されました
か？
所属部長（Referent），場合によっては所属課長の署名　　
上記の勤務評定は本日私に開示されました。
　　ミュンヘン，　　年　　月　　日‌ 官吏または職員の署名　　
Ⅱ　密封の上，人事部へ
出典：木佐茂男『豊かさを生む地方自治』（日本評論社，1886年）133-134頁。
〔コメント〕「適性の判断」が独立してあるのは珍しい。その内訳をみると，「理解力およ
び思考の柔軟性，判断能力と決断力」「責任感」等であり，通常は「能力」に含める事項が
ここに分類されている。
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㉒テレコム社
　社内独自規定「官吏に対する評価指標」（コンツェルン事業所協定として締結されてい
る）
０．課題記述：担当職務，口頭記述（例，定期的な職務，特別なプロジェクト課題），
　以下の７つの指標につき５段階で評価する（わずかな程度で証明されている，部分的に
証明されている，基本的に満足である，良好である，とても良好である）。評価根拠につき
記述する。
１．作業結果：作業量および作業の質。例，提供された仕事の困難さを考慮したうえで提
供された仕事の範囲，注意深さの程度，個人目標達成度（それがある場合につき），専門的
な指導，作業結果の丹念さ（Gründlichkeit），規定遵守，期限遵守等。
２．実際の作業方法：例，体系的な作業計画および合理的な課題処理，行動が独力でやれ
ること，課題領域をカバーしていること。
３．一般的能力：例，理解力（Auffassungsgabe），判断力，口頭および文書での表現力，
負担に耐える能力，責任意識，作業取組姿勢（Einsatzbereitschaft），信頼，率先性，組織
する能力。
４．専門的コンピテンシー（Kompetenz）：例，専門的知識・能力，専門的・専門横断的
な発展可能性（Weiterentwicklung）
５．社会的コンピテンシー：例，社会的行動，交渉の卓越さ，実行力，同僚および顧客と
の応接，チーム能力，
６．経済的行動：例，費用節約的で効率的な仕事ぶり
７．指導的行動（指導的役割を担う者のみ）：例，指導責任の認識，動機付け能力，コミュ
ニケーション行動，
〔署　名〕署名によって，この記録に良心的に記入し，勤務評定実施のための資料にもと
づいてすべての準則を考慮し，すべての記載は完全に行われていることを証明する。評価
者による評価は，全部そろった意見表明によってのみ行われうることを認識しています。
（場所，日付，署名）
〔コメント〕連邦鉄道，連邦郵便およびテレコム社は以前は国営企業ないし公社であり，
歴史的沿革から民営化後も民間企業であるにもかかわらず官吏職がある。官吏は空きポス
トへの補充が募集され，それに応募して採用され官庁に異動する可能性がある。
・ここでも目標協定が部分的に導入されている。
・「６　経済的行動」が柱の一つになっている。民間企業という性格の反映であろう。
㉓ドイツ郵便（2010.９）
　中央事業所協定（2008年締結）「業績にかかわる変動的な賃金の支払い」の定めによる。
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・‌原則（２条）：変動的賃金は官吏の基本給の60％の金額で支払われる。評価は毎年12月１
日を基準に行う。
・‌業績評価―初級・中級の官吏に対しては，等級1-4の労働者グループに適用されている
取り扱い（評価項目，評価等級の種類および評価基準）が準用される（４条）。上級の官
吏に対しては等級８～９の労働者グループに適用されている取り扱いが準用される。
５条：上級の官吏に対しては，業績評価および目標達成度評価の２本柱で行う。各50％の
配分。目標は３項目とする。
・‌目標達成度評価―目標は量的または質的な個々人またはチームの目標が合意される。目
標達成度は検証可能であり（nachvollziehbar），明瞭に定められ，職務に直接に関係し，
直接に影響を及ぼすものでなければならない。
・‌業績評価および目標協定にかかわる紛争解決および調停手続き（Schlichtungsverfahren）
（６条）―業績評価および目標達成度評価をめぐり官吏が納得できない場合には，総合
評価の通知から１週間以内に上司（Dienstvorgesetzte）に，書面で簡単な理由を添えて
別の評価提案を行うことができる。上司はこれを遅滞なく調停委員会（Schlichtungsste
lle）に伝える。調停委員会は２週間以内に勧告（Empfehlung）を行い，書面でその理由
を添える。最終的な決定権限は上司が有する。（この点が被用者の場合と異なる）
・‌評価をめぐる紛争解決（27条）：業績評価および目標達成度評価をめぐり被用者が納得で
きない場合には，総合評価の通知から２週間以内に使用者または従業員代表に苦情を申
し立てることができる。これにつき26条で設置された委員会が管轄する。委員会は召集
から４週間以内に苦情につき決定を行う。委員会が４週間以内に決定を行わない場合に
は，当該部署に苦情委員会（22条におけるそれと同じ）が設置される。苦情委員会は事
業所組織法85条２項に関連した86条２文の意味における事業所内の苦情処理機関であ
る。苦情委員会の決定は確定的である。
　‌　変動的な賃金の金額の決まり方―年ごとに支店に配分される予算額（変動する）に照
らし，各被用者および官吏ごとの評価にもとづく持ち点の総合計数から１点当たりの金
額を割り出して，各被用者の持ち点に応じて金額が支給される。被用者および官吏一人
ひとりに対しては絶対評価で行われ，持ち点の合計得点は年により異なる。
〔コメント〕行政官庁やテレコムの官吏と異なり，郵便では業績給が確実に支給されてい
る。テレコムとの取扱の違いの一因は，従業員に占める官吏の比重であり，郵便ではテレ
コムに比べて低いことにあるようだ。
・‌ここでは業績評価方法は体系的業績評価と目標協定の２本立てである。初級・中級の官
吏に対しては体系的業績評価１本だが，上級官吏に対しては２本立てである。
・文脈・用語からみて，この事業所協定は官吏と被用者の双方に適用されているようであ
る。
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三二〇
530
㉔人員補充公募　サンプル（Moritz,‌S.‌61）
　職　務　　異議申立事案の担当責任者
　人　数　　１人
　俸給等級　Ａ12
　勤務所　　行政および技術
　勤務開始時期　　できるだけ早期に
１　担当課題
・所属する部下に関する勤務および専門の監督，第一次評価作業を含む人事指導課題，
・行政裁判所判決の評価，審査および実施，
・‌異議申立・暫定的な法的保護およびその他の手続きのための書式上および資料面での判
断および決定指標の発展および決定（Vorgabe），
・行政裁判の初審手続きにおいて組織を代表すること，
・困難な個別事案の決定および原則的な意義を有する個別事案の処理（Bearbeitung），
・‌上級裁判での訴訟遂行にあたって，ならびに重要な事案にあたっての法律顧問の準備お
よびサポート（勤務所規程の作成，議会からの照会への回答等），
・部長の代理，
　応募者は評価期日までに以下の要件を充足しなければならない。
２　応募要件
２.１　専門的要件
・一般的な行政勤務のための上位の能力，
・行政手続法，訴訟法ならびに費用法の分野に関する根拠づけられた専門知識，
・部下指導ならびに業務過程の指揮の分野での経験，
２.２　能力プロフィール
１．判断能力，問題解決能力，
２．決定力，
３．独立性，
４．指導力，
５．文章表現能力。
〔コメント〕あるポストが欠員になり人員補充する場合には，まず部内で公募し，それに
応募者ないし適任者がいなかった場合に外部に公募するのが通常である。募集にあたって
は，担当課題およびそれに応募する資格が明示される。
　なお，人員補充公募の例（民間）につき，藤内1886・120頁，久本・竹内46頁にも紹介がある。
